
基礎をしっかり学び、日頃判断に迷いがちな事案に適切に対処する

人事・労務・福利厚生の
税務知識セミナー

【ご案内】
　複雑で多岐にわたる人事、労務、福利厚生関係の税務を適切に処理するためには、広範囲にわたる
正確かつ最新の税務知識が必要です。例えば、
　　＊ 非課税となる旅費・通勤費は？
　　＊ 出向者への給与・退職金の支払い方法は？
　　＊ 損金に算入できる役員給与の範囲は？
　　＊ 福利厚生費等の経済的利益の取扱いは？
　　＊ 未払残業代の課税方法は？
　　＊ 在宅勤務により従業員が負担した通信費等の精算方法は？
　　＊ 従業員が負っている奨学金の返還支援を行う場合の税務上の取り扱いは？
など、課税・非課税の判断や、給与として処理すべきものの判断基準を理解した上で個々の事案に対
処する必要があります。
　本セミナーでは日常業務において判断に迷うことの多い事案や、税務調査で問題となることが多い
事例を中心に、「なぜそのような判断になるのか？」、「誤った場合はどうなるのか？」を最近の税務調査
での指摘事項もふまえて、経験豊富な講師が、わかりやすく解説いたします。

日　時

会　場

対　象

令和８年 １０月７日水 10:00～16:30

九州生産性本部セミナー室
福岡市中央区渡辺通2丁目1‐82　電気ビル共創館６階

人事、労務、福利厚生の事務に携わっている方
人事、労務、総務部門の管理者・担当者

講 師 紹 介

税理士法人ＴＩＣ  代表社員 所長　吉 住　要 祐 氏
1965年生まれ。1988年西南学院大学法学部卒業、1990年西南学院大学大学院法学研究科博士前期課程
修了。同年、太田昭和アーンストアンドヤング㈱入社、1992年税理士登録。
以来、上場会社、金融機関、国立大学などの税務顧問を担当。2002年新日本税理士法人福岡（現:税理士法
人ＴＩＣ）設立と同時に社員に就任、2014年7月代表社員、2026年6月代表社員所長に就任。
九州北部税理士会福岡支部 副支部長、九州北部税理士会 理事、西南学院大学 非常勤講師、学校法人西南
学院 評議員（現職）等を歴任。

公益財団法人九州生産性本部



Ⅰ. 人事・労務・福利厚生に関する税務の基本
１. 給与と源泉徴収、年末調整
（1）源泉徴収義務者とは
（2）給与や報酬に対する毎月の源泉徴収事務
（3）年末調整のあらまし
２. 退職金に関する税務
（1）退職所得とは何か
（2）退職所得に対する課税方法
３. 役員給与・退職金をめぐる税務
（1）定期同額給与
（2）事前確定届出給与
（3）役員退職給与の損金算入について

Ⅱ. 日常業務で税務上問題となる事例
１. 旅費・通勤費の問題点
（1）出張旅費と単身赴任者の帰宅旅費の注意点
（2）通勤手当、非常勤役員等の出勤のための費用
（3）海外渡航費
２. 各種社員表彰の所得区分と課税方法
（1）永年勤続表彰の記念品
（2）職務発明対価の所得区分
３. 慶弔見舞金をめぐる税務上の取扱い
（1）結婚祝い・出産祝い
（2）病気見舞金
（3）災害見舞金

４. 社宅・寮の貸与等をめぐる税務上の取扱い
（1）給与課税の対象となる社宅の貸与
（2）社宅の貸与による経済的利益の評価
５. 親睦会・慰安旅行・レクリエーション・人間ドック
費用の負担をめぐる税務上の取扱い

６. 研修費・資格取得費をめぐる税務上の取扱い
（1）資格取得費の負担
（2）学資の補助
７. その他の福利厚生・各種保険料の負担をめぐる
税務上の取扱い
（1）商品・製品の値引販売
（2）各種保険料の会社負担
８. 社員の人事交流（出向）をめぐる注意点
（1）給与負担金など
（2）事前確定届出給与の届出手続
９. 未払残業代の課税方法は？
10. 企業が在宅勤務に関連する費用を負担する場合
の留意点

※質疑応答（全体、個別）

参加費 ＜1名につき＞

■賛助会員企業の方
２９，７００円 （本体価格27,000円 消費税2,700円）

■未会員企業の方
４１，８００円 （本体価格38,000円 消費税3,800円）

申込方法

■本セミナーは、ＷＥＢでの申込受付となります。
■お申込み後、参加証・請求書をダウンロードいただける
「申込確定メール」をお送りします。
■キャンセル料につきましては当本部のホームページを
ご覧ください。

■参加費は開催前日までにお振込ください。納入いただ
きました参加費は原則としてお返しいたしかねます。

■その他詳細につきましては当本部のホームページをご
参照ください。

■同業の方の参加、プログラムの転用はご遠慮ください。

交通案内

講座内容

九州生産性本部 セミナー室
810‐0004 福岡市中央区渡辺通2丁目1‐82 電気ビル共創館６階

お問合せ先

公益財団法人九州生産性本部 （担当：伊藤）295
TEL/092-771-6481　FAX/092-771-6490
https://qpc.or.jp

当本部事業の案内は会員企業・労組のほか、一般の企業・労組にもお送りしております。今後、このような経営・教育等
の講座案内が一切不要な場合は、上記に記載の担当者または当本部お客様相談窓口までご連絡ください。


